
○新潟市中央卸売市場業務条例施行規則 

令和２年４月１日規則第３６号 

新潟市中央卸売市場業務条例施行規則 

新潟市中央卸売市場業務条例施行規則（昭和４７年新潟市規則第１２号）の全部を改正

する。 
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附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は，新潟市中央卸売市場業務条例（令和２年新潟市条例第５号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（取扱品目の部類及び取扱品目） 

第２条 条例第２条の規則で定める市場の取扱品目の部類及び取扱品目は，次に掲げるも

のとする。 



(１) 青果部 野菜，果実及びこれらの加工品 

(２) 水産物部 水産物及びこれらの加工品 

(３) 花き部 花き 

第２章 市場関係事業者 

第１節 卸売業者 

（卸売業者の数の最高限度） 

第３条 条例第６条の規則で定める卸売業者の数の最高限度は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 青果部 １ 

(２) 水産物部 ２ 

(３) 花き部 １ 

（卸売業務の許可申請書の添付書類） 

第４条 条例第７条第４項の規則で定める書類は，次に掲げるものとする。 

(１) 定款 

(２) 登記事項証明書 

(３) 役員の履歴書及び住民票の写し（本籍又は筆頭者が記載されたもの）又はこれに

代わる書面 

(４) 株主，出資者又は組合員の氏名又は名称及びその持株数又は出資額を記載した書

面 

(５) 卸売市場法施行規則（昭和４６年農林省令第５２号）別記様式第二号の例により

作成した最近２年間における事業報告書 

(６) 当該事業年度開始の日以後２年間における事業計画書 

(７) 申請者が他の法人に対する支配関係（他の法人に対する関係で，次に掲げるもの

をいう。以下同じ。）を持っているときは，その法人の名称及び住所，その法人の総

株主等（総株主，総社員又は総出資者をいう。以下同じ。）の議決権（株式会社にあ

っては，株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使す



ることができない株式についての議決権を除き，会社法（平成１７年法律第８６号）

第８７９条第３項の規定により議決権を有するものとみなされる株式についての議決

権を含む。以下同じ。）の数及び当該議決権の数のうち当該申請者が有する議決権の

数，その法人に対する支配関係を持つに至った理由を記載した書面並びにその法人の

定款，直前事業年度の貸借対照表及び損益計算書並びに当該事業年度の事業計画書 

ア 申請者がその法人の株主総会等の議決権の２分の１以上に相当する議決権を有す

る関係 

イ 申請者の営む卸売の業務に従事し，又は従事していた者が役員の過半数又は代表

する権限を有する役員の過半数を占める関係 

ウ 申請者がその法人の総株主等の議決権の１００分の１０以上に相当する議決権を

有し，かつ，その法人の事業活動の主要部分について継続的で緊密な関係を維持す

る関係（イに掲げるものを除く。） 

(８) 申請者が条例第７条第５項第２号，第３号及び第５号に掲げる者に該当しないこ

とを誓約する書面 

(９) 申請者が条例第７条第６項に規定する者に該当する場合は，その旨を記載した書

面 

(10) 申請の日前３０日以内の日現在において別記様式第１号の例により作成した純資

産額調書 

（事業の譲渡し等の認可申請書） 

第５条 条例第８条第１項の認可を受けようとする者が同条第３項の規定により提出する

申請書には，次に掲げる事項を記載し，かつ，譲渡人及び譲受人が連署しなければなら

ない。 

(１) 譲渡人及び譲受人の名称及び住所 

(２) 譲り渡す事業に係る取扱品目 

(３) 譲渡し及び譲受けの予定年月日 



(４) 譲渡し及び譲受けを必要とする理由 

２ 条例第８条第２項の認可（合併に係るものに限る。）を受けようとする者が同条第３

項の規定により提出する申請書には，次に掲げる事項を記載し，かつ，合併の当事者が

連署しなければならない。 

(１) 合併当事者の名称及び住所 

(２) 合併後存続する法人又は合併により設立される法人の名称及び住所 

(３) 合併の方法及び条件 

(４) 合併の予定年月日 

(５) 合併を必要とする理由 

３ 条例第８条第２項の認可（分割に係るものに限る。）を受けようとする者が同条第３

項の規定により提出する申請書には，次に掲げる事項を記載し，かつ，分割の当事者が

署名（分割の当事者が２以上ある場合にあっては，連署）しなければならない。 

(１) 分割当事者の名称及び住所 

(２) 分割により卸売の業務を承継させる法人の名称及び住所 

(３) 分割により承継させる卸売の業務に係る取扱品目 

(４) 分割の方法及び条件 

(５) 分割の予定年月日 

(６) 分割を必要とする理由 

（事業の譲渡し等の認可申請書の添付資料） 

第６条 条例第８条第４項において準用する条例第７条第４項の申請書に添付する規則で

定める書類については，第４条の規定を準用する。この場合において，第４条中「次に

掲げるもの」とあるのは，「次に掲げるもの並びに譲渡し及び譲受けに係る契約書の写

し」と，同条第８号及び第９号中「申請者」とあるのは「譲受人である申請者」と読み

替えるものとする。 

２ 条例第８条第２項の認可（合併に係るものに限る。）を受けようとする者が条例第８



条第４項において準用する条例第７条第４項の申請書に添付する規則で定める書類につ

いては，第４条の規定を準用する。この場合において，第４条中「次に掲げるもの」と

あるのは，「申請者及び合併後存続する法人又は合併により設立される法人について次

に掲げるもの並びに合併に係る契約書の写し」と，同条第８号及び第９号中「申請者」

とあるのは「合併後存続する法人又は合併により設立される法人」と読み替えるものと

する。 

３ 条例第８条第２項の認可（分割に係るものに限る。）を受けようとする者が条例第８

条第４項において準用する条例第７条第４項の申請書に添付する規則で定める書類につ

いては，第４条の規定を準用する。この場合において，第４条中「次に掲げるもの」と

あるのは，「申請者及び分割により卸売の業務を承継する法人について次に掲げるもの

並びに分割に係る計画書又は契約書の写し」と，同条第８号及び第９号中「申請者」と

あるのは「分割により卸売を承継する法人」と読み替えるものとする。 

（卸売業者の名称変更等の届出） 

第７条 条例第９条の規則で定める事由は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 卸売業者がその名称を変更したとき。 

(２) 条例第７条第１項の許可に係る卸売の業務を開始し，休止し，又は再開したとき。 

(３) 条例第７条第１項の許可に係る卸売の業務を廃止したとき。 

(４) 条例第７条第３項第１号又は第２号に掲げる事項に変更があったとき。 

(５) 条例第７条第５項第２号，第３号又は第５号のいずれかに該当することとなった

とき。 

２ 条例第９条の規定による届出は，別記様式第１号の２により行わなければならない。 

（卸売業者の保証金の額） 

第８条 条例第１２条第１項の規則で定める額は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 青果部 ５００万円 

(２) 水産物部 ５００万円 



(３) 花き部 ２００万円 

（保証金代用の有価証券の種類及び価格） 

第９条 条例第１２条第３項に規定する規則で定める額は，次の各号に掲げる有価証券の

区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 国債証券 額面金額に相当する額 

(２) 地方債証券 額面金額に相当する額 

(３) 日本銀行が発行する出資証券 額面金額の１００分の９０に相当する額 

(４) 農林中央金庫債券 額面金額の１００分の８０に相当する額 

(５) 商工組合中央金庫債券 額面金額の１００分の８０に相当する額 

（せり人の登録証及びせり人章の交付） 

第１０条 市長は，条例第１７第１項の登録又は条例第１８条第１項の登録の更新を受け

たせり人に対し，条例第１７条第４項の規定に基づき，別記様式第２号による登録証及

び記章として別記様式第３号によるせり人章を交付する。 

（せり人の登録証及びせり人章の再交付申請等） 

第１１条 登録証又はせり人章を紛失し，盗難に遭い，破損し，又は汚損したせり人は，

理由書を添えて別記様式第４号による再交付申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項のせり人は，登録証又はせり人章の再交付に係る実費を負担するものとする。 

３ 市長は，前項の実費の納入を確認した後，登録証及びせり人章を再交付する。 

（せり人の認定試験） 

第１２条 条例第１７条第６項の試験は，次に掲げる事項について，筆記又は口述の方法

で行うものとする。 

(１) 市場の業務に関する法令 

(２) せり人の業務を行うのに必要な実務上の知識 

（事業報告書等の提出） 

第１３条 条例第２２条第１項の事業報告書は，事業年度ごとに，卸売市場法施行規則別



記様式第二号により作成し，毎事業年度経過後９０日以内に市長に提出しなければなら

ない。 

２ 条例第２２条第２項の規定による閲覧は，インターネットの利用，事務所における備

置きその他の適切な方法によりさせなければならない。 

３ 条例第２２条第２項の財務に関する情報として規則で定めるものは，貸借対照表及び

損益計算書とする。 

４ 条例第２２条第２項の規則で定める正当な理由がある場合は，次のとおりとする。 

(１) 当該卸売業者に対し卸売のための販売の委託又は販売をする見込みがないと認め

られる者から閲覧の申出がなされた場合 

(２) 安定的な決済を確保する観点から当該卸売業者の財務の状況を確認する目的以外

の目的に基づき閲覧の申出がなされたと認められる場合 

(３) 同一の者から短期間に繰り返し閲覧の申出がなされた場合 

５ 条例第２２条第３項の残高試算表は，毎月１５日までに前月分を別記様式第５号によ

り市長に提出しなければならない。 

第２節 仲卸業者 

（仲卸業者の数の最高限度） 

第１４条 条例第２４条の規則で定める仲卸業者の数の最高限度は，区画数とする。ただ

し，使用状況により当該区画数を満たしている場合は，この限りでない。 

（仲卸業務の許可申請等） 

第１５条 条例第２５条第１項の許可を受けようとする者が同条第３項の規定により提出

する許可申請書は，別記様式第６号によるものとする。この場合において，次に掲げる

書類を添付しなければならない。 

(１) 個人の場合 

ア 履歴書 

イ 資産調書 



ウ 住民票の写し 

エ 市町村長の発行する身分証明書 

オ 印鑑証明書 

カ 写真（正面を向き，上半身が写り，帽子等をかぶっていないもの） 

キ 申請者が条例第25条第４項第２号又は第５号のいずれにも該当しないことを誓約

する書面 

ク アからキまでに規定するもののほか，市長が必要と認める書類 

(２) 法人（これに準ずるものを含む。以下同じ。）の場合 

ア 定款又は規約 

イ 登記事項証明書 

ウ 貸借対照表 

エ 損益計算書 

オ 株主若しくは社員又は組合員名簿 

カ 無限責任社員又は取締役その他業務を執行する役員及び当該法人のため常時売買

に参加する者の履歴書及び写真（正面を向き，上半身が写り，帽子等をかぶってい

ないもの） 

キ 法人及び当該法人の業務を執行する役員が条例第25条第４項第２号又は第５号の

いずれにも該当しないことを誓約する書面 

ク アからキまでに規定する者のほか，市長が必要と認める書類 

２ 市長は，条例第２５条第１項の許可をする場合において，必要があると認めるときは，

卸売業者の意見を聞くことができる。 

（事業の譲渡し等の認可申請） 

第１６条 条例第２６条第１項の認可を受けようとする者が同条第３項の規定により提出

する認可申請書には，次に掲げる事項を記載し，かつ，譲渡人及び譲受人が連署しなけ

ればならない。 



(１) 譲渡人及び譲受人の氏名又は名称及び住所 

(２) 譲り渡す事業に係る取扱品目 

(３) 譲渡し及び譲受けの予定年月日 

(４) 譲渡し及び譲受けを必要とする理由 

２ 条例第２６条第２項の認可（合併に係るものに限る。）を受けようとする者が同条第

３項の規定により提出する申請書には，次に掲げる事項を記載し，かつ，合併の当事者

が連署しなければならない。 

(１) 合併の当事者の名称及び住所 

(２) 合併後存続する法人又は合併により設立される法人の名称及び住所 

(３) 合併の方法及び条件 

(４) 合併の予定年月日 

(５) 合併を必要とする理由 

３ 条例第２６条第２項の認可（分割に係るものに限る。）を受けようとする者が同条第

３項の規定により提出する申請書には，次に掲げる事項を記載し，かつ，分割の当事者

が署名（分割の当事者が２以上ある場合にあっては，連署）しなければならない。 

(１) 分割の当事者の名称及び住所 

(２) 分割により仲卸しの業務を承継する法人の名称及び住所 

(３) 分割により承継させる仲卸しの業務に係る取扱品目 

(４) 分割の方法及び条件 

(５) 分割の予定年月日 

(６) 分割を必要とする理由 

４ 前３項に規定する申請書に添付する書類は，次のとおりとする。 

(１) 前条第１項第１号又は第２号に掲げる書類 

(２) 契約書の写し又は分割に係る計画書 

（仲卸しの業務の相続の認可申請） 



第１７条 条例第２７条第１項の認可を受けようとする者は，同条第４項の認可申請書に，

次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(１) 氏名，住所及び被相続人との続柄 

(２) 被相続人の氏名及び住所 

(３) 引き続き営もうとする仲卸しの業務に係る取扱品目 

(４) 相続開始の日 

２ 第１５条第１項第１号の規定は，前項の申請書に添付する書類について準用する。 

（仲卸業者の名称変更等の届出） 

第１８条 条例第２８条の規則で定める事由は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 仲卸業者がその名称を変更したとき。 

(２) 仲卸しの業務を開始し，休止し，又は再開したとき。 

(３) 条例第２５条第３項第１号から第３号までに掲げる事項に変更があったとき。 

(４) 仲卸しの業務を廃止したとき。 

(５) 条例第２５条第４項第１号，第２号，第５号又は第６号のいずれかに該当するこ

ととなったとき。 

２ 仲卸業者が死亡し，又は解散したときは，当該仲卸業者の相続人又は清算人は，遅滞

なく，その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 条例第２８条及び前項の規定による届出は，別記様式第１号の２により行わなければ

ならない。 

（仲卸業者の保証金の額） 

第１９条 条例第３１条第１項の規則で定める額は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 青果部 ２０万円 

(２) 水産物部 ２０万円 

(３) 花き部 ２０万円 

（仲卸章の交付等） 



第２０条 市長は，仲卸業者が条例第３０条第１項の保証金を納付したときは，別に定め

る基準を満たした者に別記様式第７号による仲卸章を交付するものとする。 

２ 仲卸業者は，前項の仲卸章を着用しなければ売買に参加することができない。 

３ 仲卸業者は，その資格を失ったときは，速やかに仲卸章を返還しなければならない。 

（仲卸章の追加交付等） 

第２０条の２ 仲卸業者は，前条第１項の規定により交付された仲卸章のほかに，仲卸章

が必要なときは，必要とする者の履歴書及び写真（正面を向き，上半身が写り，帽子等

をかぶっていないもの）を添えて別記様式第７号の２による追加交付申請書を市長に提

出しなければならない。 

２ 仲卸業者は，仲卸章の追加交付に係る実費を負担するものとする。 

３ 市長は，前項の実費の納入を確認した後，別に定める基準を満たした者に，仲卸章を

交付する。 

（仲卸章の再交付申請等） 

第２１条 仲卸業者は，仲卸章を紛失し，盗難に遭い，破損し，又は汚損したときは，理

由書を添えて別記様式第８号による再交付申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の仲卸業者は，仲卸章の再交付に係る実費を負担するものとする。 

３ 市長は，前項の実費の納入を確認した後，仲卸章を再交付する。 

（事業報告書の提出） 

第２２条 条例第３２条の事業報告書は，貸借対照表及び損益計算書とする。ただし，仲

卸業者が個人の場合は，所得税申告決算書の写しをもって，これらに代えることができ

る。 

２ 仲卸業者は，次の各号に掲げる区分に応じ，毎年，当該各号に掲げる日現在において

作成した事業報告書をその日から起算して９０日を経過する日までに，市長に提出しな

ければならない。 

(１) 法人である仲卸業者 事業年度の末日 



(２) 個人である仲卸業者 １２月３１日 

（保証金代用の有価証券に関する規定の準用） 

第２３条 第９条の規定は，仲卸業者について準用する。 

第３節 売買参加者 

（売買参加者の承認申請等） 

第２４条 条例第３４条第１項の承認を受けようとする者が同条第３項の規定により提出

する承認申請書は，別記様式第９号によるものとする。 

２ 第１５条第１項の規定は，前項の承認申請書に添付する書類について，準用する。 

３ 第１５条第２項の規定は，売買参加者の承認について準用する。 

（売買参加章の交付等） 

第２５条 条例第３４条第１項の規定により承認した売買参加者（別に定める基準を満た

した者に限る。）に対し，別記様式第１０号による売買参加章を交付する。 

２ 売買参加者は，前項の売買参加章を着用しなければ，売買に参加することができない。 

３ 売買参加者は，その資格を失ったときは，速やかに売買参加章を返還しなければなら

ない。 

（売買参加章の追加交付等に関する規定の準用） 

第２５条の２ 第２０条の２の規定は，売買参加者について準用する。この場合において，

同条中「仲卸章」とあるのは，「売買参加章」と読み替えるものとする。 

（仲卸章の再交付申請等に関する規定の準用） 

第２６条 第２１条の規定は，売買参加者について準用する。この場合において，同条中

「仲卸章」とあるのは，「売買参加章」と読み替えるものとする。 

（売買参加者の名称変更等の届出） 

第２７条 条例第３５条の規則で定める事由は，次のとおりとする。 

(１) 氏名若しくは名称又は住所を変更したとき。 

(２) 商号を変更したとき。 



(３) 卸売業者から卸売を受けることを廃止したとき。 

(４) 条例第３４条第４項第４号又は第５号に該当することとなったとき。 

(５) 法人である場合にあっては，代表者を変更したとき。 

２ 売買参加者が死亡し，又は解散したときは，当該売買参加者の相続人又は清算人は，

遅滞なく，その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 第１８条第３項の規定は，売買参加者について準用する。この場合において，同項中

「第２８条」とあるのは，「第３５条」と読み替えるものとする。 

（売買参加者の承認の取消し） 

第２８条 条例第３６条第３号の規則で定める卸売に参加することができない事由とは，

条例第３４条第３項第１号の規定により承認申請書に記載した住所に店舗が存在しない

場合その他市長が取引を行うことができないと認める場合とする。 

第４節 関連事業者 

（関連事業者の種類及び数） 

第２９条 条例第３８条の規則で定める種類は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号

に定めるものとし，規則で定める数は４５以内とする。 

(１) 第１種関連事業（市場の取扱品目の運送等を行う営業その他市場の機能の充実に

資するものとしての営業をいう。） 運送業その他市場の機能の充実に資するものと

して市長が認めるもの 

(２) 第２種関連事業（生鮮食料品等の卸売を行う営業，飲食店営業，理容業その他市

場の利用者に便益を提供するものとしての営業をいう。） 次のアからオまでに掲げ

るもの 

ア 金融業 

イ 食料品等販売業 

ウ 飲食店業 

エ 理容業 



オ アからエまでに規定するもののほか，市場の利用者に便益を提供するものとして

市長が認めるもの 

（関連事業者の許可申請） 

第３０条 条例第３９条第２項の許可申請書は，別記様式第１１号によるものとする。こ

の場合において，第１５条第１項の規定は，許可申請書に添付する書類について準用す

る。 

（関連事業者の名称変更等の届出） 

第３１条 条例第４０条の規則で定める事由は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 関連事業者がその名称を変更したとき。 

(２) 関連事業の業務を開始し，休止し，又は再開したとき。 

(３) 氏名若しくは名称又は住所を変更したとき。 

(４) 商号を変更したとき。 

(５) 条例第３９条第２項第４号に規定する事項について変更したとき。 

(６) 関連事業の業務を廃止したとき。 

(７) 条例第３９条第３項第２号，第５号又は第６号のいずれかに該当することとなっ

たとき。 

(８) 法人である場合にあっては，代表者を変更したとき。 

２ 関連事業者が死亡し，又は解散したときは，当該関連事業者の相続人又は清算人は，

遅滞なく，その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 第１８条第３項の規定は，関連事業者について準用する。この場合において，同項中

「第２８条」とあるのは，「第４０条」と読み替えるものとする。 

（関連事業者の保証金の額） 

第３２条 条例第４３条第１項の規則で定める額は，使用料月額の３倍とする。ただし，

その額が４万円に満たないときにあっては４万円とし，１２０万円を超えるときにあっ

ては１２０万円とする。 



（売上高報告） 

第３３条 条例第４４条の売上高報告書は，関連事業者が前月中に販売した物品について

別記様式第１２号により作成し，毎月１０日までに市長に提出しなければならない。 

（保証金代用の有価証券に関する規定の準用） 

第３４条 第９条の規定は，関連事業者について準用する。 

第３章 売買取引及び決済の方法 

（売買取引物品の下見） 

第３５条 卸売業者が売買取引をしようとするときは，その販売開始前に売買に参加する

者に当該物品の下見をさせなければならない。ただし，相対による取引の方法による場

合は，この限りでない。 

（せり売の方法） 

第３６条 せり売は，原則としてその販売物品の品目，産地，出荷者，等級，数量その他

必要な事項を呼び上げた後に開始するものとする。 

２ せり落としは，せり人が最高申入価格を３回呼び上げたとき，これを決定し，その申

入者をせり落とし人とする。ただし，呼上回数は，必要に応じてこれを減ずることがで

きる。 

３ 最高価格の申入者が２人以上あるときは，抽選その他適当な方法によってせり落とし

人を決定しなければならない。 

４ せり落としが決定したときは，せり人は，直ちにその価格及び氏名又は商号若しくは

仲卸業者若しくは売買参加者の番号を呼び上げなければならない。 

（入札売の方法） 

第３７条 入札売は，卸売業者がその販売物品の品目，産地，出荷者，等級，数量その他

必要な事項を掲示し，又は呼び上げた後，入札人が，入札書に氏名又は商号若しくは仲

卸業者若しくは売買参加者の番号，入札金額その他指定事項を記載して行わなければな

らない。 



２ 開札は，入札終了後直ちにこれを行わなければならない。 

３ 最高価格の入札人をもって落札人とする。ただし，最高価格が指値の額に達しないと

きは，この限りでない。 

４ 前条第３項及び第４項の規定は，入札売に準用する。 

（入札の無効） 

第３８条 次の各号のいずれかに該当する入札は，無効とする。 

(１) 入札人が何人であるか確認し難いもの 

(２) 入札金額その他指定記載事項が不明のもの 

(３) ２通以上の入札書を提出したもの 

(４) 入札に際し，不当又は不正な行為があったもの 

(５) 条例若しくはこの規則の規定又はこれらの規定に基づいた市長の指示に違反した

もの 

２ 前項の場合には，卸売業者は開札の際その事由を明示し，入札が無効である旨を告知

しなければならない。 

（せり直し及び再入札） 

第３９条 せり売又は入札売に参加した者が，そのせり落し又は落札の決定に異議があっ

たときは，直ちに市長にその旨を申立てることができる。 

２ 市長は，前項の申立てについて正当な理由があると認めたときは，せり直し又は再入

札を命ずることができる。 

（受託物品の即日上場） 

第４０条 卸売業者は，上場できるときまでに受領した受託物品をその当日に販売しなけ

ればならない。ただし，特別の理由があるときは，この限りでない。 

（指値その他の条件のある受託物品の扱い） 

第４１条 卸売業者は，受託物品に指値その他の条件がある場合，卸売開始の時刻前にそ

の旨を当該物品に表示しなければならない。 



２ 卸売業者は，前項の規定による表示をした受託物品について，指値その他の条件が満

たされないため，その販売を中止した場合において，その売買に参加している者から要

求があったときは，その理由を明らかにしなければならない。 

３ 卸売業者は，第１項の規定による表示をしないで販売を開始したときは，指値に達し

ない場合においても販売を中止してはならない。 

（販売条件の変更） 

第４２条 卸売業者は，前条第１項の規定による表示をした受託物品を相当期間内に販売

することができないときは，その旨を委託者に通知し，その指示を受けなければならな

い。ただし，そのため委託者に著しい損害を及ぼすおそれがあると認められるときは，

卸売業者は，その条件がなかったものとして，これを販売することができる。 

（売買取引の単位） 

第４３条 条例第４６条の規則で定める単位は，重量による。ただし，これと異なる取引

慣習があるときは，この限りでない。 

（買受物品の即時引取違反） 

第４４条 条例第４７条第３項に規定する物品を買い受けた者が次の各号のいずれかに該

当する場合は，引取りを怠った者とみなす。 

(１) 卸売業者が売渡物品の引渡しの準備を完了し，買い受けた者に引取りを請求した

にもかかわらず，当該買い受けた者が理由なくこれを履行しないとき。 

(２) 当該買い受けた者の所在が不明で，引取りの請求ができないとき。 

（保管費用及び差損金の支払期限） 

第４５条 物品を買い受けた者は，条例第４７条第３項の規定により卸売業者が保管した

費用を，その物品を引き取ったときに支払わなければならない。 

２ 条例第４７条第４項の規定による差額は，卸売業者がその再販売をした日に支払わな

ければならない。 

（販売物品の保管等の届出） 



第４６条 卸売業者は，次の各号のいずれかに該当するときは，直ちにその旨を市長に届

け出なければならない。 

(１) 条例第４７条第３項の規定により卸売業者が販売物品を保管し，又は他の者に卸

売をしたとき。 

(２) 物品を買い受けた者が，条例第４７条第３項の規定による保管費用又は条例第４

７条第４項の規定による差額の支払を怠ったとき。 

（販売原票の提出等） 

第４７条 卸売業者は，条例第４８条第１項の販売原票には，年月日，品名，産地，出荷

者，等級，数量，価格，買受人その他必要な事項を記載しなければならない。 

２ 卸売業者は，前項の販売原票を作成したときは，当該販売原票の内容を速やかに市長

に通知しなければならない。 

（売買仕切書） 

第４８条 卸売業者は，条例第４８条第２項の売買仕切書の写しを５年間保存し，市長か

ら提示を求められたときは，これに応じなければならない。 

第４章 取引参加者の遵守事項 

（売買取引の条件の公表） 

第４９条 条例第５５条の規定による公表は，次に掲げる事項について，インターネット

の利用その他の適切な方法により行わなければならない。 

(１) 営業日及び営業時間 

(２) 取扱品目 

(３) 物品の引き渡し方法 

(４) 委託手数料その他の物品等の卸売に関し出荷者又は買受人が負担する費用の種類，

内容及びその額 

(５) 物品の卸売に係る販売代金の支払期日及び支払方法 

(６) 売買取引に関して出荷者又は買受人に交付する奨励金その他の販売代金以外の金



銭（以下「奨励金等」という。）の種類，内容及びその額（その交付の基準を含

む。） 

(７) 物品の事故に関する事項 

（受託拒否の正当な理由） 

第５０条 条例第５６条の規則で定める正当な理由がある場合は，次のとおりとする。 

(１) 販売の委託の申込みがあった物品が食品衛生上有害である場合 

(２) 販売の委託の申込みがあった物品が，市場において過去に全て残品となり販売に

至らなかった物品と品質が同程度であると市長が認める場合 

(３) 卸売場，倉庫その他の卸売業者が市場における卸売の業務のために使用する施設

の受入能力を超える場合 

(４) 販売の委託の申込みがあった物品に関し，法令に違反し，若しくは公益に反する

行為の疑いがある場合又は販売を制限する行政機関の指示若しくは命令があった場合 

(５) 販売の委託の申込みが条例第55条の規定により卸売業者が公表した売買取引の条

件に基づかない場合 

(６) 販売の委託の申込みが市場以外の場所における売買取引の残品の出荷であること

が明白である場合 

(７) 販売の委託の申込みが次に掲げる者から行われたものである場合 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この号

において「暴力団員等」という。） 

イ 暴力団員等をその業務に従事させ，又はその業務の補助者として使用する者 

ウ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

（帳簿の区分整理） 

第５１条 卸売業者は，条例第５８条の規定により，自己の計算による取引と委託者の計

算による取引とをそれぞれ勘定を設けて経理しなければならない。 



（売買取引の結果等の公表） 

第５２条 条例第５９条の規定による公表は，取扱品目に属する物品に関し，次に掲げる

事項について第３項から第５項までの規定により定める時にインターネットの利用その

他の適切な方法により行わなければならない。 

(１) その日の主要な品目の卸売予定数量及び主要な産地 

(２) その日の主要な品目の卸売の数量及び価格（高値（最も高い価格をいう。以下同

じ。），中値（最も卸売の数量が多い価格をいう。ただし，個々の商品ごとに価格を

決定する品目については，加重平均価格をいう。以下同じ。）及び安値（中値未満の

価格のうち，最も卸売の数量が多い価格をいう。ただし，個々の商品ごとに価格を決

定する品目については，最も低い価格をいう。以下同じ。）に区分すること。） 

(３) その月の前月の委託手数料の種類ごとの受領額及び奨励金等がある場合にあって

はその月の前月の奨励金等の種類ごとの交付額 

２ 前項第１号及び第２号に掲げる事項の公表は，同項に定めるところによるほか，次に

掲げる区分ごとに行う。 

(１) せり売又は入札の方法による卸売 

(２) 相対による取引の方法による卸売 

３ 第１項第１号の事項については，毎開場日のせり売又は入札の開始１時間前に公表す

るものとする。 

４ 第１項第２号の事項については，毎開場日の販売終了後速やかに公表するものとする。 

５ 第１項第３号の事項については，条例第５５条の規定に基づき売買取引の条件として

公表した委託手数料及び売買取引に関して出荷者又は買受人に交付する奨励金その他の

販売代金以外の金銭の種類ごとに，その受領額又は交付額の前月の合計を，翌月１５日

までに公表するものとする。 

（仲卸業者及び売買参加者以外の者への卸売の報告） 

第５３条 条例第６０条第１項の規定による報告は，別記様式第１３号により，当月分を



翌月１５日までに行わなければならない。 

（市場外にある取扱物品の卸売の報告） 

第５４条 条例第６１条第１項の規定による報告は，別記様式第１４号により，当月分を

翌月１５日までに行わなければならない。 

２ 条例第６１条第２項の指定を受けようとする卸売業者は，別記様式第１５号による申

出書を市長に提出しなければならない。 

３ 条例第６１条第２項の指定は，別記様式第１６号による指定書を交付して行う。 

４ 条例第６１条第３項の規定による届出は，別記様式第１７号により行わなければなら

ない。 

（卸売業者の買受物品等の制限） 

第５５条 条例第６２条ただし書の規則で定める場合は，当該卸売に係る物品の加工品を

買い受け，又は当該加工品の販売の委託を引き受ける場合とする。 

（販売後の事故処理） 

第５６条 条例第６４条ただし書の規定により検査員が確認を行うもの（以下「事故品」

という。）は，次に掲げるとおりとする。ただし，上場の際欠点があることを明らかに

したもの及び取引参加者が買受物品を引き取り，卸売場より他に移動したものは，この

限りでない。 

(１) 市場取引の経験から予見できない不良品があって著しく内容が相違しているもの 

(２) 生産者の故意又は過失により粗悪品が混入されて著しく見本と相違しているもの 

(３) 出荷者が等級を誤記したもの 

(４) 見本の抽出に際し見本と現品の内容が著しく相違しているもの 

(５) 十分な下見が困難なもので，全く予知できない隠れた瑕疵
か し

を有する不良品である

もの 

(６) 卸売場において，立会い計量の結果，量目不足が確認されたもの 

(７) 前各号に掲げるもののほか，特に市長が検査員の確認が必要であると認めたもの 



２ 前項の確認の受付時間は，引取日の午後０時までとする。ただし，市長が特別な理由

があると認めたときは，この限りでない。 

３ 取引参加者は，事故品を発見した場合は，直ちに卸売業者に申し出なければならない。

この場合において，当該申出を受けた卸売業者は，速やかに市長の指定する検査員の確

認を受けなければならない。 

４ 関係者は，確認の終了後に，異議を申し立てることはできない。 

５ 事故品が受託物品であって，当該事故が出荷者の責めであることの確認を受け，それ

に相当する販売代金の減額をしたときは，卸売業者は，委託者に対し市長が発行する確

認証を添付してその旨を通知しなければならない。 

（販売前における受託物品の検収） 

第５７条 条例第６５条第１項の規定により，卸売業者は，検収を確実に行い，受託物品

の種類，数量，等級，品質等について異状を認めたときは，市長の指定する検査員の確

認を受け，その結果を物品受領通知書又は売買仕切書に付記しなければならない。ただ

し，受託物品の受領に委託者又は代理人が立ち会い，その了承を得られたときは，この

限りでない。 

２ 前項の確認は，卸売業者及び確認を願い出た者の立会いのうえ，当該物品の容器の完

否，荷造の状態，箇数，内容，重量，鮮度，品質等について行う。 

３ 検査員が前項の確認を終了したときは，別記様式第１８号による受託物品確認証を交

付する。 

４ 卸売業者は，取引参加者から売渡物品について正当な理由による売渡代金の減額の申

出があったときは，条例第６４条の規定による検査員の確認を市長に願い出なければな

らない。 

５ 第２項の規定は，前項の確認について準用する。 

６ 検査員は，第４項の確認を終了したときは，別記様式第１９号による売渡物品確認証

を交付する。 



７ 市場外での受託物品の検収は，卸売業者又は委託者から当該物品の引渡しを受ける者

のうち卸売業者から当該物品の検収を行うよう委託を受けた者が確実に行い，当該物品

の種類，数量，等級，品質等について異状を求めたときは，市長の指定する検査員の確

認を受け，その結果を物品受領通知書又は売買仕切書に付記しなければならない。 

８ 前項の確認は，当該物品の異状が確認できる写真等で行う。 

９ 条例第６５条の規則で定める証明は，検査員が行うものとする。 

１０ 卸売業者は，受託物品の異状については，第１項ただし書に規定する場合を除き，

第１項及び第７項の確認を受け，その証明を得なければ委託者に対抗することができな

い。 

（卸売業者以外の者からの物品の買入れの報告） 

第５８条 条例第６６条第２項の報告は，別記様式第２０号により，当月分を翌月１０営

業日までに行わなければならない。 

（卸売予定数量等の報告） 

第５９条 条例第６７条の規定による報告は，取扱品目に属する物品に関し，次に掲げる

事項について行わなければならない。 

(１) その日の主要な品目の卸売予定数量及び主な産地 

(２) その日の主要な品目の卸売の数量及び価格（取引の区分ごとに高値，中値及び安

値に区分すること。） 

２ 前項第１号の事項の報告は，別記様式第２１号により，開場日のせり売又は入札の開

始１時間前に行わなければならない。 

３ 第１項第２号の事項の報告は，別記様式第２２号により，開場日の午後４時までに行

わなければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか，卸売業者は，毎月１０営業日までに前月中に卸売した物

品の市況並びに卸売をした物品の数量及び単価と数量の積の合計額を，別記様式第23号

により，市長に報告しなければならない。 



（委託手数料率） 

第６０条 条例第６８条第１項の委託手数料率（以下単に「委託手数料率」という。）は，

次に掲げる取扱品目ごとに定めるものとする。 

(１) 野菜（きのこを含む。）及びその加工品 

(２) 果実及びその加工品 

(３) 花き 

（委託手数料率の届出） 

第６１条 条例第６８条第１項の規定による届出は，同項の委託手数料率が適用される日

の１月前までに，別記様式第２４号により行わなければならない。 

（奨励金の種類） 

第６２条 条例第６９条第１項の規則で定める奨励金は，次に掲げるものとする。 

(１) 売買仕切金前渡（出荷者に対し，売買仕切金を前渡するものをいう。以下同

じ。） 

(２) 出荷奨励金（市場における取扱品目の安定供給の確保を図るため，出荷者に対し

交付するものをいう。以下同じ。） 

(３) 完納奨励金（卸売代金の期限内の完納を奨励するため，仲卸業者又は売買参加者

に対して交付するものをいう。以下同じ。） 

２ 条例第６９条第１項の規定による届出は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に

掲げる様式により行わなければならない。 

(１) 売買仕切金前渡 別記様式第２５号 

(２) 出荷奨励金 別記様式第２６号 

(３) 完納奨励金 別記様式第２７号 

３ 前項の届出は，毎年３月２０日までに，その年の４月１日からその翌年３月３１日ま

での分について行わなければならない。ただし，１月１日以降その年の３月１５日まで

に業務を開始する卸売業者にあっては業務開始日からその年の３月３１日までの分につ



いてを業務開始の前日までに，３月１６日以降に業務を開始する卸売業者にあっては業

務開始日から翌年３月３１日までの分についてを業務開始の前日までに，それぞれ行わ

なければならない。 

４ 条例第６９条第２項の規定による届出は，第２項の規定を準用する。この場合におい

て，当該届出は，内容予定変更予定日の１０日前までに，それぞれ行わなければならな

い。 

第５章 市場施設の使用 

（施設使用指定の申請等） 

第６３条 条例第７１条第１項の規定による指定又は同条第２項の規定による許可を受け

ようとする者（次項において「申請者」という。）は，別に定めるものを除くほか，別

記様式第２８号による指定申請書又は許可申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には，条例第７１条第４項に規定する場合に該当しないことを申請者が

誓約する書面を添付しなければならない。ただし，市長がこの規則の規定により既に提

出されている書面によりこれを確認することができるときは，この限りでない。 

３ 条例第７１条第１項の規定による指定又は同条第２項の規定による許可は，別記様式

第２９号による指定書又は許可書を交付して行う。 

４ 市長は，条例第７１条第１項の規定による指定又は同条第２項の規定による許可をし

た後において必要があると認めるときは，市場施設の位置，面積その他の使用条件を変

更することができる。 

（市場施設の毀損届） 

第６４条 条例第７１条第１項の規定による指定又は同条第２項の規定による許可を受け

た者（以下「使用者」という。）は，その使用する市場施設について，毀損その他の理

由により，修理を要する箇所を発見したときは，直ちにその旨を市長に届け出なければ

ならない。 

（市場施設の毀損等による修理） 



第６５条 前条の規定による届出の有無にかかわらず，現に使用する市場施設について修

理を要する必要が生じたときは，市長は，その修理を行うものとする。 

２ 前項の場合において，使用者が損害を被ることがあっても，市はその責めを負わない

ものとする。 

（現状変更の承認申請等） 

第６６条 条例第７３条第１項ただし書の承認を受けようとする使用者は，別記様式第30

号による承認申請書に設計書及び費用見積書を添付し，市長に提出しなければならない。

市場に看板，装飾，広告等を設けようとする使用者も，同様とする。 

２ 条例第７３条第１項ただし書の承認は，別記様式第３１号による承認書を交付して行

う。 

３ 条例第７３条第１項ただし書の承認を受けた者は，工事しゅん工後遅滞なく市長に届

け出なければこれを使用することはできない。 

（施設の返還等） 

第６７条 使用者は，市場施設を返還しようとするときは，別記様式第３２号による返還

届出書を市長に提出しなければならない。 

２ 条例第７４条第１項の市長の指定する期間は，３０日とする。 

（指定又は許可の取消しその他の規制） 

第６８条 条例第７５条第１項の市場の管理上必要があると認めるときは，次の各号のい

ずれかに該当するときとする。 

(１) 市場の秩序若しくは公共の利益を害し，又はそのおそれがあると認められるとき。 

(２) 市場施設の使用について指定した目的その他の条件に違反し，又はその指定した

目的の達成が著しく困難であると認められるに至ったとき。 

(３) 市場施設の指定の当時と著しく事情が変わり，その使用が不必要又は不適当であ

ると認められるに至ったとき。 

(４) 使用料その他本市に対する納付金の納付を怠ったとき。 



(５) 故意又は過失によって市場施設を滅失し，又は毀損したとき。 

(６) 中央卸売市場に関する法令若しくは条例若しくはこの規則又はこれらに基づいて

行う市長の指示若しくは処分に違反したとき。 

（補修命令） 

第６９条 条例第７６条の規定は，使用場所にある使用者の設備及び器具に危険を生ずる

おそれがあるときについても準用する。 

（使用料の減免申請等） 

第７０条 条例第８１条第３項の規定により使用料の減免を受けようとする者は，別記様

式第３３号による申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，使用料の減免を決定したときは，別記様式第３４号による決定書を交付する。 

（使用料の計算方法） 

第７１条 使用料の計算は，３０日をもって１月とする。 

２ 月額による使用料で，使用期間が１月に満たないときの使用料の額は，その月額によ

る使用料を３０で除して使用日数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が生じたと

きは，その端数を切り捨てた額）とする。 

３ 使用面積に１平方メートル未満の端数があるとき，又は使用面積が１平方メートル未

満のときは，これを１平方メートルとして計算する。 

（使用料の納付） 

第７２条 使用料は，毎月２５日までにその月分を納付しなければならない。ただし，卸

売業者市場使用料及び仲卸業者市場使用料は，その月分の使用料をその翌月の２５日ま

でに納付しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，使用を取りやめたときは，その時に使用料を納付しなけれ

ばならない。 

３ 第１項の納付期限が日曜日，土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たる場合は，その日後におい



てその日に最も近い日曜日，土曜日及び休日でない日をもって納期限とする。 

４ 市長は，特別の事情がある場合においては，第１項の規定による納付期限を変更する

ことができる。 

５ 使用期間の定めのある使用料については，その期間の途中において市場施設の使用を

取りやめても，その使用料の全額を納付しなければならない。 

（電力，電話等の費用の負担及び納付期限） 

第７３条 次に掲げる市場施設における電力，電話，ガス，水道，下水道等の費用及びこ

れらの設備の維持等に要する費用は，その使用者の負担とする。 

(１) 卸売業者売場 

(２) 仲卸業者売場 

(３) 業者事務所 

(４) 関連事業所 

(５) 保管所 

(６) 前各号に掲げるもののほか，市長の指定する市場施設 

２ 前項の費用の算定は，計量器による。ただし，特別の事情がある場合は，市長が別に

認定することができる。 

３ 第１項の費用の納付期限は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める日とす

る。ただし，その納付期限が日曜日，土曜日又は休日に当たる場合は，その日後におい

てその日に最も近い日曜日，土曜日及び休日でない日をもって納付期限とする。 

(１) 電力，電話及びガスの費用 毎月分をその翌月の２０日 

(２) 水道及び下水道の費用 ２月分を検針月の翌月の２０日 

(３) 市場施設の設備の維持等に要する費用 毎月分をその月の２０日 

第６章 開設者の遵守事項 

（卸売予定数量等の公表） 

第７４条 条例第８３条の規定による公表は，次に掲げる事項について，条例第６７条の



規定による報告を受けた後，速やかに，インターネットの利用その他の適切な方法によ

り行うものとする。 

(１) その日の主要な品目の卸売予定数量及び主な産地並びに前日の主要な品目の卸売

の数量及び価格 

(２) その日の主要な品目の卸売の数量及び価格（売買取引の方法ごとに，価格を高値，

中値及び安値に区分して行うこと。） 

第７章 雑則 

（検査員の身分証明書） 

第７５条 条例第８４条第２項の立入検査をする職員の身分を示す証明書は，別記様式第

３５号によるものとする。 

２ 前項の証明書の有効期間は，５年間とする。 

（卸売業務の代行による報告等） 

第７６条 卸売業者は，条例第８７条第１項の規定により卸売をできなくなった委託物品

の種類，数量，委託者その他委託に関する事項を別記様式第３６号により遅滞なく市長

に報告しなければならない。 

２ 市長は，条例第８７条第２項の規定により自ら卸売の業務として委託物品の販売をす

るときは，別記様式第３７号による通知書により直ちにその旨を販売委託者に通知する

ものとする。 

（委託者不明物品の措置） 

第７７条 卸売業者は，委託者が不明の物品があるときは，直ちにその旨を市長に届け出

て，その検査を受けなければならない。 

２ 卸売業者は，前項の検査を受けた後，市長の承認を受けてその物品を販売することが

できる。 

３ 市長は，前項の規定による承認の申請があったときは，必要により他の適当な措置を

命ずることができる。 



４ 市長は，第１項の検査，第２項の承認又は前項の措置の命令をしたときは，利害関係

人の請求により，これに関する証明書を交付するものとする。 

（市場内の掲示事項） 

第７８条 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，市場の掲示板にその旨を掲示

する。 

(１) 条例第３条第２項及び第３項の規定により休業日に臨時に開場し，又は休業日を

定めたとき。 

(２) 条例第４条第１項ただし書の規定により開場時間を変更したとき。 

(３) 条例第１７条第４項の規定により登録をしたとき，又はその取消しをしたとき。 

(４) 条例第５２条の規定により売買を差し止めたとき。 

(５) 条例第６３条第３項の規定により売買を差し止め，又は撤去を命じたとき。 

(６) 仲卸業者，売買参加者及び関連事業者の業務を許可（売買参加者にあっては，承

認）したとき，若しくはその業務を停止したとき，又はこれらの者が資格を失ったと

き。 

(７) 卸売業者が休業したとき。 

(８) 条例第８６条の規定に基づく監督処分があったとき。 

(９) 市場に関する法令又は条例若しくはこの規則の改正があったとき。 

(10) 前各号に定めるもののほか，市長が必要と認めるとき。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，新潟市中央卸売市場業務条例（令和２年新潟市条例第５号）の施行の日

から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の第６０条第３項又は第６２条第２項の規定により承

認書を交付された者は，令和２年度に限り，この規則の施行の日に改正後の第６２条第



２項の規定により届出を行った者とみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前の第１１８条の規定により交付されている証明書は，

この規則の施行の日に改正後の第７６条第１項の規定により交付されたものとみなす。 

附 則（令和3年3月31日規則第33号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

 



 



 

 



 



 



 



 



 

 

 

 



別記様式第１号の２（第７条関係） 

年    月    日  

（宛先）新潟市長 

 

新潟市中央卸売市場    部     者  

住         所  

氏名又は名称  

 

 

 

名  称  変  更  等  の  届  出  書  

 

標記のことについて，下記のとおり変更しましたので，新潟市中央卸売市

場業務条例施行規則第  条の規定により届け出ます。  

 

 

記 

 

変 更 事 項   

変 更 年 月 日  年        月         日  

変更内容  

新   

旧   

変 更 理 由   

 



 

 

 

 



 

 



 

 



 

 



 



 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第７号の２（第２０条の２関係） 

年   月   日  

 （宛先）新潟市長 

新潟市中央卸売市場    部     者  

住所 

氏名又は名称  

 

                                      

 

章  追加交付申請書 

 

 

標記のことについて，新潟市中央卸売市場業務条例施行規則第   条第  項

の規定により，履歴書を添えて追加交付を申請します。 

 

記  

 

     章   番号  

追加枚数 

枚  

氏  名                                役 職 名  

氏  名                                役 職 名  

氏  名                                役 職 名  

氏  名                                役 職 名  

氏  名                                役 職 名  



 

 

 

 



 

 



 

 



 

 

単位：  円（税込） 



 

 

（税抜） 



 

 

（税抜） 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 

（税抜） 



 

 



 

 

(税抜) 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 



 



 



 



 


